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イ 今後の課題 

介護保険制度の適正な運営 

介護保険制度の信頼性を維持しつつ、制度の持続可能性を高めるために

は、サービス利用者の尊厳を守り自立を支援するという視点に立って、真

に必要かつ良質なサービスを提供する体制の構築が引き続き求められます。

また、介護サービスに必要な費用の増加により介護保険料の上昇が見込

まれることから、今後も、給付と負担のバランスに配慮しながら、低所得

者の介護保険料の軽減とともに、利用料等の負担の公平化を図っていく必

要があります。

介護サービスの質の向上と人材育成 

     今後のさらなる高齢化の進行に伴い、介護人材の需要は一層増大すること

が見込まれており、国の試算（厚生労働省「介護サービス施設・事業所調

査」「医療・介護に係る長期推計」）では平成３７年（２０２５年）に現在

の約１．５倍の介護職員が必要とされています。介護保険制度の適正かつ

安定的な運営のためにも、引き続き、就労支援や、従事者のスキルアップ

を目的とした研修を実施し、質の高いサービスを提供できる人材を確保・

育成していくことが求められます。

地域に根ざした高齢者福祉施設の整備 

高齢者ができるだけ住み慣れた地域で安心して生活していくためには、

在宅を支えるサービスの充実とともに、地域に根ざした高齢者福祉施設の

整備も重要です。本市ではこれまでも特別養護老人ホームや認知症グルー

プホームなどの計画的な整備に取り組んできました。今後も在宅生活が困

難になった高齢者が円滑に施設入所できるよう、中長期的な視点も踏まえ、

高齢者福祉施設の計画的な整備に取り組む必要があります。

在宅サービス等の充実 

地域包括ケアシステムの構築において、高齢者が住み慣れた地域で安心

して生活を続けていくためには、医療・介護サービスのみならず、多様な

生活支援サービスや社会参加の場などが求められることから、介護サービ

スの充実を図るとともに、高齢者のニーズを踏まえた生活支援のための多

様なサービスのあり方について検討・推進していく必要があります。
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（８）権利擁護・虐待防止 

ア 現状 

権利侵害に対する不安 

詐欺などの権利侵害に対する不安について、「不安はない」と回答した人

は一般高齢者で３８．９％、在宅高齢者で３７．１％と最も多くなってい

ます。「どちらかといえば不安は感じない」と合わせると、一般高齢者で 

５５．７％、在宅高齢者で４９．８％となっています。 

これに対して、「どちらかといえば不安を感じる」、「不安を感じる」を合

わせた割合は、一般高齢者で２８．０％、在宅高齢者で３２．５％となっ

ています。 

【 図２-２-８-１  権利侵害に対する不安 】 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

一般
N=1,822

在宅
N=1,603

どちらかといえば不安は感じない
どちらかといえば不安を感じる
不安を感じる
どちらともいえない
その他
無回答

【出典】 平成 25 年度 北九州市高齢者等実態調査 

虐待に至る要因として考えられること 

介護者が、介護を行っている高齢者への虐待に至る危険性については、

「虐待などに至る危険性はない」と感じている人が４０．４％と最も多く、

「今後、介護が続けば虐待などに至る危険性があるのではと思う」が７．

９％、「すでに虐待にあたる行為をしているのではないか」が１．２％とな

っています。 

また、虐待に至る要因として考えられることについては、「介護者の介護

疲れや精神的ストレス」が４７．３％と最も多く、次いで「高齢者本人に

認知症の周辺症状がある」が３０．６％、「介護者が一人で介護を抱え込ん

でいる」が２６．８％となっています。 
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【 図２-２-８-２ 虐待に至る危険性について 】 

【出典】 平成 25 年度 北九州市高齢者等実態調査 

【 図２-２-８-３ 虐待に至る要因として考えられること 】 

【出典】 平成 25 年度 北九州市高齢者等実態調査 

イ 今後の課題 

市長申立てによる「成年後見制度」の利用件数は増加し、判断能力が衰えて

きた高齢者等に金銭管理サービスや財産管理サービスを提供する「地域福祉権

利擁護事業」の契約者数も安定しており、周知が進んでいることがうかがえま

す。 

また、成年後見制度の担い手となる市民後見人養成数についても毎年順調に

増加しています。今後は、市民後見人が個人で成年後見人に選任される仕組み

も必要です。 

地域包括支援センターを中心とした虐待防止システムは有効に機能してい

ますが、対応が困難な事例は増加傾向にあります。 
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介護サービス事業者を対象に高齢者虐待や権利擁護など、様々な研修に取り

組んでいますが、今後は複雑化する虐待事例に対応するため、事業者への啓発

や、早期発見、指導等を迅速に実施する必要があります。 

今後も、市内の認知症高齢者は増加することが予想されるため、これらの取

組みをさらに推進する必要があります。 
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（９）生活環境 

  ア 住宅や生活環境で困っていること 

     現在の住宅や生活環境などについて困っていることについて尋ねたとこ

ろ、一般高齢者、在宅高齢者とも「何も問題はない」が最も多くなっていま

す。 

困っていることとして挙がっているのは、一般高齢者では「段差や階段、

トイレや浴室が高齢者には使いにくい」が１６．９％、「家賃、税金、住宅維

持費など住宅に関する経済的負担が重い」が１４．９％、「住宅が古く、いた

んでいる」が１４．１％となっています。 

     在宅高齢者では「段差や階段、トイレや浴室が高齢者には使いにくい」が 

２４．５％、「日常的な買い物や外食などができる場所が周辺になく不便であ

る」が１６．５％、「住宅が古く、いたんでいる」が１５．７％となっていま

す。 

【 図２-２-９-１ 住宅や生活環境で困っていること 】 

一般高齢者 

16.9 

14.9 

14.1 

10.8 

10.2 

5.3 

5.2 

2.9 

35.2 

3.1 

14.2 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

段差や階段、トイレや浴室が高齢者には使いにくい

家賃、税金、住宅維持費など住宅に関する経済的負担が重い

住宅が古く、いたんでいる

日常的な買い物や外食などができる場所が周辺になく不便である

駅やバス停などから遠く、交通の便が悪い

医療機関や福祉施設などが周辺になく不便である

住宅が狭い

道路が狭く、舗装がきちんとされていない

何も問題はない

その他

無回答

（％）

複数回答

N=1,822

在宅高齢者 

24.5 

16.5 

15.7 

14.9 

12.0 

10.4 

6.8 

5.2 

4.1 

25.6 

3.2 

15.5 

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0

段差や階段、トイレや浴室が高齢者には使いにくい

日常的な買い物や外食などができる場所が周辺になく不便である

住宅が古く、いたんでいる

駅やバス停などから遠く、交通の便が悪い

身体虚弱等で外出が困難なため、選挙で投票をしたいが投票できない

家賃、税金、住宅維持費など住宅に関する経済的負担が重い

医療機関や福祉施設などが周辺になく不便である

住宅が狭い

道路が狭く、舗装がきちんとされていない

何も問題はない

その他

無回答

（％）

複数回答

N=1,603

【出典】 平成 25 年度 北九州市高齢者等実態調査 
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イ 外出時・移動時に困っていること 

外出時・移動時に最も困っていることについて尋ねたところ、一般高齢者で

は「特に困っていることはない」が６３．３％と最も多くなっています。困っ

ていることで最も多いのは、「駅や道路などに段差や階段が多く、不便である」

の１０．２％となっています。 

在宅高齢者では、「駅や道路などに段差や階段が多く、不便である」が２３．

６％で最も多く、「特に困っていることはない」人は２２．４％でした。 

【 図２-２-９-２ 外出時・移動時に困っていること 】 

一般
N=1,822

在宅

N=1,603

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

駅や道路などに段差や階段が多く、不便である

駅や路上の案内表示などがわかりにくく迷うことがある

公共交通機関などの乗り継ぎに不安がある

公共交通機関が近くになく、不便である

自家車を利用したいときに、いつでも利用できるとはかぎらない

特に困っていることはない

その他
無回答

【出典】 平成 25 年度 北九州市高齢者等実態調査 
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（10）高齢者福祉施策の市民評価と要望 

ア 高齢者福祉施策の市民評価 

      高齢者施策のうち充実してきたと思うものについて尋ねたところ、一般

高齢者、在宅高齢者のいずれにおいても、「健康づくり・介護予防に関する

こと」が最も多く、一般高齢者では３９．４％、在宅高齢者で３２．８％と

なっています。次いで、一般高齢者では「生きがいづくりに関すること」で

１８．７％、在宅高齢者では「高齢者の相談窓口に関すること」が１５．７％

となっています。 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

健康づくり・介護予防に関すること

生きがいづくりに関すること

認知症高齢者への正しい理解の普及・啓発に関すること

ボランティアやＮＰＯなど団体の活動支援に関すること

地域における見守り・支え合いの

ネットワークづくりに関すること

高齢者の相談窓口に関すること

高齢者への就労支援に関すること

高齢者の施設や在宅福祉の充実に関すること

福祉サービスの情報提供に関すること

福祉サービスの質の向上（福祉

人材や事業者の育成）に関すること

生活保護などのセーフティネットに関すること

地域医療（在宅医療など）の充実に関すること

施設や道路などのバリアフリーに関すること

その他

無回答

（％）

【出典】 平成 25 年度 北九州市高齢者等実態調査
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イ 高齢者福祉施策への要望 

    今後、更なる高齢化の進行が見込まれる中で、本市が重点を置くべき施策に

ついて尋ねたところ、一般高齢者では「健康づくりや介護予防に関連した事業

の充実」が３８．２％と最も多く、在宅高齢者では「在宅介護のためのヘルパ

ーやショートステイなどのサービスの充実」が３７．１％と最も多くなってい

ます。 

【 図２-２-10-１ 高齢者福祉に対する重点施策 】 

【出典】 平成 25 年度 北九州市高齢者等実態調査
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３ 将来推計と国の動向 

（１）高齢化の将来推計 

ア 高齢者人口の将来推計 

     本市の高齢者人口は、全人口が減少する中で増加してきましたが、今後も

増加が続くも平成３２年（２０２０年）頃にピークに達し、その後減少に転

じると推計されています。 

     また、同様に増後期高齢者人口も平成４２年（２０３０年）頃から減少す

ると見込まれています。 

【 図２-３-１ 本市の年齢三区分人口の将来推計 】 

【出典】平成 2 年～22 年は国勢調査 

            平成 27 年以降は国立社会保障・人口問題研究所の推計 

【 図２-３-２ 本市の前期・後期高齢者人口の将来推計 】 

【出典】平成 2 年～22 年は国勢調査 

           平成 27 年以降は国立社会保障・人口問題研究所の推計 
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イ 高齢化率の将来推計 

    前記のように本市の高齢者人口は将来的には減少すると推計されており、一

方で、年少人口、生産年齢人口を含めた全人口も減少傾向が続くと見込まれて

います。 

このため、上昇を続けてきた本市の高齢化率（総人口に占める６５歳以上の

人口の割合）は、今後伸び率が鈍化するものの、高齢化率自体は依然上昇が続

くと推計されています。 

【 図２-３-３ 本市と全国の高齢化率の将来推計 】 

【出典】平成 2 年～22 年は国勢調査 

           平成 27 年以降は国立社会保障・人口問題研究所の推計 
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（２）国の動向 

国は、団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年（平成３７年）を目途に、

介護が必要になっても住み慣れた地域で生活を継続できるよう、医療、介護、

介護予防、住まい、生活支援が一体的に提供される「地域包括ケアシステム」

の構築を目指すとしています。 

また、介護保険制度の持続可能性を確保するため、低所得者の保険料軽減

を拡充するとともに、利用者負担について、負担能力に応じたものとなるよ

う見直すとしています。 

ア 地域包括ケアシステムの構築 

・在宅医療・介護連携の推進 

  医療・介護の関係機関が連携し、多職種協働により包括的かつ継続的な在

宅医療・介護を提供できる体制を構築する。 

・認知症施策の推進 

   平成２４年に公表された「認知症施策推進５か年計画（オレンジプラン）」

を推進し、認知症になっても本人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた

地域で暮らせる社会の実現を目指す。 

・地域ケア会議の推進 

    地域ケア会議については、個別事例の検討を通じて、多職種協働によるケ

アマネジメント支援を行うとともに、地域のネットワーク構築につなげるな

ど、定着・普及を図る。 

・予防給付の見直しと生活支援サービスの充実・強化 

    従来、予防給付として提供されていた全国一律の介護予防訪問介護・通所

介護を、市町村が地域の実情に応じた取組みができる介護予防・日常生活支

援総合事業へ移行し、要支援者自身の能力を最大限活かしつつ、既存の介護

事業者による訪問型・通所型サービスに加えて、多様な担い手による多様な

サービスを総合的に提供する仕組みに見直す。 

イ 介護サービスの重点化・効率化 

   ・ 全国一律の予防給付を市町村が取り組む地域支援事業に移行しサービスを

多様化 
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   ・ 特別養護老人ホームの新規入所者を原則要介護３以上に限定 

※ ただし、要介護１・２でも一定の場合には入所可能 

ウ 低所得者の介護保険料軽減の拡充 

・ 低所得者の第１号保険料の軽減割合を拡大 

エ 所得や資産のある人の利用者負担の見直し 

  ・ 一定以上の所得のある介護サービス利用者の自己負担の引き上げ 

  ・ 低所得の施設利用者の食費・居住費を補填する「補足給付」の支給要件に

資産等を追加 
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総論３ 計画の基本的な考え方  

１ 計画の基本理念 

これまでの高齢者は、退職などで、いわゆる「現役」を終えると趣味や生き

がいづくりにいそしむスタイルが見られましたが、健康寿命が延伸し「人生９

０年時代」を迎えた現在、「現役」後の新たなステージにおいて、高齢者がそれ

ぞれの「夢」と「希望」の実現に向け、新しい価値観を持った生き方（シニア

ライフ）が展開できる、多様性が認められた環境づくりが求められています。

また、高齢者が「現役」後も自らの心と体の健康を維持するとともに、これ

までのキャリアを活かしながら、地域社会の担い手として幅広く活躍すること

が期待されます。

一方、本市では、高齢社会対策の中で、地域住民、地域団体、介護事業者、

ＮＰＯ・ボランティア団体、民間企業、行政などによる地域のネットワークづ

くりに取り組んできました。今後ますます少子高齢化や核家族化が進む中、生

活支援の持続可能性を高めていくためには、みんなで地域のネットワークを充

実させていくこととともに、元気な高齢者の参加が期待されるコミュニティビ

ジネスの展開も重要になってくると考えられます。

さらに、行政としては、保健福祉の専門性の見地から、支援の必要な高齢者

やその家族に今まで以上に寄り添っていく必要があります。

日常生活を過ごす身近な地域が、これまで以上に一人ひとりにとって、住み

やすく、顔の見える、信頼できる地域になるよう、市民、行政が一緒に考え、

具体的に行動していく必要があります。また、地域によってはコミュニティ活

動に温度差があります。地域の在り様は多様ですが、どのような人にも住んで

いる場所での人間関係や環境は重要であり、これからの公的な保健福祉サービ

スや個人の生活（日常生活）は地域を中心に考えていく必要があります。

このような、地域を第一に考えるという「地域主義」の考え方に基づき、今

後、元気な高齢者がますます増え、その活躍が地域を支えるという新しいシニ

アライフをみんなで考え、創造しながら、本市ならではの「地域包括ケアシス

テム」の構築を目指します。

新しいシニアライフの創造 

～多様なシニアライフが認められる社会の実現に向けて～
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（１）地域包括ケアシステム構築に向けた考え方 

国は、いわゆる「団塊の世代」が７５歳以上となる平成３７年（２０２５

年）に向け、高齢者が要介護状態になっても可能な限り住み慣れた地域で継

続して生活できるよう、医療、介護、予防、住まい、生活支援のサービスを

包括的かつ継続的に提供する「地域包括ケアシステム」の構築を目指すとし

ています。

これは、「地域包括ケアシステム」の理念を示したものであり、具体的にど

のような方法、手段、手順をとるかは、各自治体が住民とともに考え、実行

していかなければなりません。

東京などの大都市圏や、農山漁村と本市では、地域の顕在・潜在的な社会

資源が異なっており、本市の中でも小学校区単位で比較すれば、その特性（高

齢化率、地理、就業、医療・介護資源、交通事情、コミュニティの活性度、

支え合いの状況など）は各々異なります。また、地域包括ケアのあり方も地

域によって異なってきます。

本市の地域包括ケアシステムは、これから市民全体で考え、形づくってい

かなければなりません。その際、①小学校区単位での特性を踏まえること、

②形成には相当の時間を要すること、③本市のこれからのハード・ソフトの

まちづくりの基本であること、④少子高齢化に対応する新しい住民自治を模

索する中で試行錯誤することも必要であることを考えれば、保健福祉はもと

より、住宅・雇用・都市インフラ・教育など幅広い行政分野の横断的な取組

みが必要とされます。また、個々の事業について、新規・拡充する取組み、

見直す取組みももちろん重要ですが、地域としてのルールや制度、資源配分

のあり方といった中長期的視点からのシステムづくりも同様に重要となりま

す。

本計画は、一人ひとりが住み慣れた地域でいきいきと暮らしていくことが

できる地域社会の実現を目指し、地域包括ケアシステムの構築に向けて、具

体的な取り組みを進めていくための第一歩を踏み出す指針としての意味を持

っています。
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（２）本市が目指す地域包括ケアシステム 

    「地域包括ケアシステム」は、可能な限り住み慣れた地域で、自分らしい暮

らしを人生の最期まで続けることができるよう、地域における包括的な支援・

サービスの提供体制の構築を目指すものです。本市においても、「介護が必要

になってもずっと在宅で生活したい」という希望を持つ高齢者が多く、介護を

行う家族も、今後の介護のあり方については在宅介護を希望する人が多いとい

う状況です。当然、それぞれが希望するライフスタイルは多様であり、多様な

ニーズや状態に応じた生活を選択できるよう、利用者本位のケアマネジメント

やサービスの提供が望まれます。 

しかしながら、在宅生活を希望していても、要介護度の悪化、認知症の進行、

住環境の問題などにより、自宅での生活が困難な場合もあります。また、家族

介護者についても半数近くが介護の負担を感じている現状があります。 

一方、本市の要支援・要介護認定を受けていない高齢者においては、「積極的

に社会貢献したい」「自分のできる範囲で社会貢献したい」と考える人が約 6割

を占めており、それぞれができる範囲で「地域社会の担い手」として活躍する

ことで、要援護者の在宅生活を支える体制づくりの一翼を担う可能性を秘めて

います。また、本市では、これまで地域住民、地域団体、事業者、ＮＰＯ・ボ

ランティア団体、民間企業、行政などの協働により、「いのちをつなぐネットワ

ーク」や「保健・医療・福祉・地域連携推進協議会」など、地域のネットワー

クづくりに取り組んできた経緯があり、本市の地域包括ケアシステムは、これ

らをベースにして、つくりあげていきます。その際には、これまでのように行

政がシステムをつくるのではなく、医療・介護の現場において、専門職のみな

らず、支援の対象となる本人や家族も一緒になって新しい価値観に基づいて考

え、つくりあげていくこととなります。 

今後、このような地域の力を充実させながら、「地域包括ケアシステム」を構

築し、支援の必要な高齢者とその家族の在宅生活を支える体制をつくります。 

なお、今後、「地域包括ケアシステム」の構築に向け、さまざまな施策を展開

していきますが、その実現には相当の時間を要します。 

このため、比較的早期に対応が可能なものについては、本計画の期間内（平

成２７～２９年度）に着手し、次期計画以降も継続して実施しますが、即時対

応を行うには基盤が整っていないものについては、例えば本計画期間内にモデ

ル事業を行い、次期計画以降の実施に向けた検討を行うなど、中長期的に取り

組んでいきます。 
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２ 計画の基本目標と施策の方向性 

支援が必要な高齢者とその家族を地域で支え合い、また、必要に応じて生活

支援や医療・介護サービスを安心して受けることができ、ずっと健やかに暮ら

せるまちを目指し、本市ならではの「地域包括ケアシステム」をみんなで考え、

創造します。

（１）目標①【健やか】いきいきと生活し、積極的に社会参加できるまち 

これまでの「介護状態になることを予防する」という発想だけではなく、「新

たな自分の役割を見つけ、これまで培ってきた能力や経験を発揮しながら、

いきいきと輝いた健やかな生活をできるかぎり続けていく」という積極的な

考えのもと、高齢者が生きがいづくりや健康づくり活動に参加することで、

結果的に介護予防に繋がり、いつまでも住み慣れた地域でいきいきとした「現

役」後の新たなステージに向けたシニアライフが創造できる環境づくりを推

進します。 

施策の方向性１ 生きがいづくり・社会参加・高齢者活躍の推進 

高齢者の生きがいづくりについては、高齢者福祉施策のコストが今後もま

すます増大する中、個々人の多様な価値観のもとで高齢者全てのニーズに対

して行政だけで対応することは困難です。 

そのため、市民主体または民間事業者主体による活動を最大限活用するこ

とを基本としながら、行政は各種活動に関する横断的な情報提供や高齢者主

体による地域団体の活動支援や就労支援を行っていくなど、行政と民間及び

地域との役割分担の中で、高齢者の生きがい対策の事業を展開していく必要

があります。 

また、少子高齢化が今後も進展する中、現役世代からも理解を得られるよ

う、公的負担と自己負担のバランスにも配慮し、高齢者のいきがい施策を実

施していく必要があります。 

【基本目標】 

地域全体で支え合い、ずっと健やかに暮らせる安全・安心なまちづくり 

  ～地域包括ケアシステムの構築～ 
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   施策の方向性２ 健康づくり・介護予防・生活支援の充実 

医療や介護を要する状態になっても、ずっと住み慣れた地域で生活を続け

られる環境づくりが求められていますが、それ以前に、高齢者自身がいつま

でも健康で、元気に暮らすことが望まれるのは言うまでもありません。限ら

れた予算の中で、より良い医療・介護サービスを持続的に提供していくため

には、サービス利用者の十分な理解を得ながら、その人の有する能力を最大

限生活に活かせるよう、介護予防に努めていくことが必要です。 

そのためには、早い時期からの自主的な取組みが重要であり、日頃からの

運動や、栄養・休養に関する理解を深め、実践するなどの健康づくりが不可

欠です。しかしながら、健康づくりを継続的に行っていくには個々人の自主

性だけでは困難な面があります。身近な場所で、例えば定期的にウオーキン

グ行事が開かれるなど、継続した健康づくり活動が行われており、誰もが自

由に参加できるという環境がすべての地域で整備されることが求められます。

こうした状況を実現するためには、どの地域にも、リーダーとなる人材が存

在していることや、保健福祉に関する技術的支援、ハード整備が行き届いて

いることが必要です。 

また、介護予防の訪問型・通所型サービスについては、現行の既存介護事

業者によるサービスだけでなく、ＮＰＯや民間事業者等によるサービス、住

民活動による生活援助など、様々な主体によるサービスが求められます。サ

ービス提供主体の多様化については、高齢者が安心して利用できる信頼性を

確保するため、公的な事業者認証などの工夫が必要です。 

  さらに、単身高齢者の増加や家族の介護力の低下等により、生活支援サー

ビスへのニーズが高まることが予想されます。このため、全市的に行われる

行政サービス、民間企業等が実施するサービス、地域のボランティアにより

提供されるサービスなど、多様な担い手により実施されることが必要となり

ます。それは、これまでの小学校区単位のまちづくりや生活支援サービスを

さらに発展・充実させていくことが基本になると考えられます。 

他方、要支援・要介護認定を受けていない高齢者は全体の８割近くであり、

その中にはいわゆる元気高齢者も多く、日頃から身近な地域で自主的に健康

づくりにいそしみ、地域活動や生涯学習活動などに積極的に参加できる生活

環境が求められます。また、こうした活動を一歩進めた、生活支援の担い手

としての社会参加は、生きがいを生み、より効果的な介護予防を図ることに
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も資するため、今後ますます重要になると考えられます。 

（２）目標②【支え合い】高齢者と家族を見守り支え合うまち 

人生のさまざまな場面で知識・経験・ノウハウを蓄積してきた高齢者には、

その年代でしか成し得ない、あるいはその人でしか成し得ない「役割」があり

ます。それぞれが持てる能力でお互いを支え合うことは、その人たちのシニア

ライフを充実したものに変えていきます。このような考え方に基づく支え合い

は、これまで取り組んできた地域のネットワークをさらに充実させていくもの

となります。 

このような地域と行政が協働して、高齢者世帯の見守り、認知症高齢者や家

族介護者への支援に取り組んでいきますが、支え合いのネットワークの在り様

やコミュニティの資源は地域によってさまざまです。それぞれの地域の実情に

応じた協働により、どの地域においても、いつまでも安心して生活できる環境

づくりを推進します。 

施策の方向性 1 地域協働による見守り・支援 

今後、さらに高齢化が進行し、対応困難な事案の増加が予想される中、支

援の必要な高齢者が身近な地域で見守り・支援を受け、安心して生活できる

支援体制づくりを充実していくことが求められます。 

本市では、これまで地域住民、地域団体、事業者、ＮＰＯ・ボランティア

団体、民間企業、行政などの協働により、「いのちをつなぐネットワーク」や

「保健・医療・福祉・地域連携推進協議会」など、地域のネットワークづく

りに取り組んできた経緯があります。これらの地域の社会資源を把握し、そ

の情報を地域で共有して、地域の力の向上と継続を図っていく必要がありま

す。 

施策の方向性２ 総合的な認知症対策の推進 

  認知症は、加齢に伴って誰にでも起こり得ます。最近の研究では、認知症

と生活習慣病（高血圧、糖尿病など）の関係が明らかになってきており、生

活習慣を改善することで、認知症の発症を遅らせることができることがわか

ってきました。また、今後は、高齢者だけでなく、４０～５０代の若い世代

も、認知症予防について正しく理解し、取り組んでいくことが重要です。
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認知症になっても本人の意思が尊重され、住み慣れた地域での生活を支え

るために医療と介護は不可欠な存在です。早期の対応はもとより、介入拒否

や、支援者不在など様々な対応困難ケースを含め認知症の人本人の状態像と

環境に対応するため、状況に応じた体制を構築する必要があります。医療・

介護に関わる人材については、認知症対応力を更に向上させる必要があり、

切れ目のない対応や双方の連携をさらに深めていくことも大切です。

認知症になっても住み慣れた地域で安全に安心して暮らし続けるためには、

地域の理解と協力が不可欠であり、地域が一体となった認知症の人を支援・

見守るための仕組みの構築が必要です。また、認知症の人を介護している家

族の身体的・精神的負担の軽減（レスパイトケア）も取り組むべき大きな課

題としてあり、その対応が求められています。 

「若年性認知症」の人の数は、本市では約２００～３００人と推計されま

す。若年性認知症の場合、高齢期の認知症の人に比べると数が少なく、現状

のが把握しづらいという課題があります。また、現役世代で認知症を発症し

た場合、仕事を継続することが困難になり、本人・家族に及ぼす精神的、経

済的負担が大きいことから、早期に認知症を発見し、系統的かつ継続的な支

援をすることが重要です。 

認知症を発症すると、本人や家族は様々な問題を抱えることになりますが、

周囲が認知症について理解し、本人や家族をサポートする手立てを知ってい

れば、本人や家族のこれまでとかわらない穏やかな暮らしを守り続けること

は可能と思われます。また、認知症は誰にでも起こり得る病気であり、一人

ひとりが自分自身の問題として認識することが非常に重要です。 

施策の方向性３ 高齢者を支える家族への支援 

認知症など介護が必要な高齢者が、住み慣れた地域で心豊かに生活してい

くためには、介護保険などの公的なサービスとあわせて、家族など身近な人

による見守りや介護が大きな役割を果たします。 

しかしながら、高齢者を介護する家族においては、「将来への不安」「身体

的な負担感」「孤立感（他に介護を任せる人がいない）」など、様々な悩みを

抱えながら介護にあたっている現状があります。また、高齢者が高齢者を介

護する、いわゆる「老老介護」の世帯については、介護疲れを起こしたりす

ることを防ぐ必要があります。さらに、大都市圏では現役世代が親の介護の

ために離職する、「介護離職」が問題となっています。本市でも、親の介護の
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ため本市にＵターンする現役世代の受け皿づくりや、今後は男性の介護への

参画を進め、女性の介護負担の軽減を図る必要があります。 

このような家族介護者の介護に対する負担感や不安を軽減し、地域社会全

体で高齢者と家族をともに支える体制づくりが求められています。 

（３）目標③【安心】住み慣れた地域で安心して暮らせるまち 

今後、「団塊の世代」が後期高齢者に移行していく中、価値観がさらに多

様化して、様々な形態のシニアライフのスタイルが生まれることが予想さ

れます。 

こうしたそれぞれの生活が、医療・介護が必要になっても住み慣れた地

域で継続できるよう、地域を第一に考えるという「地域主義」に基づいた

支援体制を整えていきます。地域包括支援センターを中心として、出前主

義で高齢者の総合相談に対応し、関係部署や関係機関と協働して、高齢者

の状況にあわせたサービス・支援の総合的な提供を図るとともに、高齢者

の地域生活を支える介護保険サービス及びケアマネジメントの質の向上を

図ります。あわせて、高齢者がサービスを選択し、自分らしい生活を継続

できるよう、ＮＰＯや民間企業等による多様な生活支援サービスの充実を

図ります。さらに、居住環境と生活環境の向上、地域の防災・防犯活動に

取り組み、誰もが安心して生活できる環境づくりを推進します。 

施策の方向性１ 身近な相談と地域支援体制の強化 

地域包括支援センターに寄せられる相談は、支援困難な事例が増加する

傾向にあり、市民からは「身近なところで相談できること」が求められて

います。 

今後は、地域での支え合い機能を強化するとともに、より身近な地域で

相談を受ける体制づくりが必要であり、地域包括支援センターやいのちを

つなぐネットワークの取組みを活かしつつ、地域でできることは地域で対

応し、専門的な問題や地域での解決が困難な相談には出前主義により行政

が対応する重層的な相談支援の仕組みづくりを一層進める必要があります。 

また、地域包括支援センターを中心に、複雑かつ多様化し高度な専門性

が必要な事案にもより一層対応できるよう相談・支援体制を充実させるこ

とも必要です。 
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あわせて、高齢者の自立支援の視点も重要であるため、高齢者がこれま

でに培ってきた技能を活かしながら、心身の機能を維持した生活ができる

ような支援を行うには支援者側に高いマネジメント能力が求められるため、

地域包括支援センターが現在実施している事例会議のあり方を、高齢者の

自立支援により主眼を置く方向へ見直す必要があります。 

高齢者が看取りまで含めて自宅で生活を続けていくことが地域包括ケア   

の一つの究極の姿であるとすれば、そこには介護だけではなく、医療の関

与が不可欠です。特に、後期高齢者は慢性疾患による受療が多い、疾病の

羅患率が高い、複数の疾病にかかりやすい、要介護の発生率が高いといっ

た傾向にあるとされており、本市では今後、平成４２年（２０３０年）頃

までは後期高齢者が増加すると見込まれていることから、医療と介護の更

なる連携が必要になってきます。 

医療や介護が必要な人の在宅生活継続のためには、日頃から往診等の医

療サービスや介護サービスが必要に応じて提供されること、病状急変時や

災害発生時の緊急対応が必要な場合に備えて、緊急往診体制や入院病床の

確保が適切に行われることが求められます。 

また、入院となった場合でも、早期かつ円滑な在宅への復帰を可能とす

る退院支援が受けられる体制、住み慣れた自宅や介護施設など患者が希望

する場所で最期まで過ごすことのできる看取り体制の整備も求められます。 

このような体制をつくるためには、往診可能な医師が地域にどれだけい

るか、どのような対応ができるかなど、在宅医療資源の情報を把握・分析・

発信して、資源が有効に活用されるような環境を整備することが重要です。

また、医療関係者（病院・診療所、薬局、訪問看護事業所等）、介護関係者

（居宅介護支援事業所、地域包括支援センター等）が対象者の診療情報や

在宅生活状況等の情報を共有する多職種連携の推進や、病院とかかりつけ

医との連携を強化することにより、サービス全体の質を高めていくことが

必要となります。さらに、こうした体制を充実させるため、ＩＣＴ（情報

通信技術）を利用した情報共有システムの構築や在宅医療・介護従事者の

人材育成が必要になると考えられます。 

  施策の方向性２ 介護サービス等の充実 

高齢者が住み慣れた地域で安心して生活を続けていくためには、医療・
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介護サービスのみならず、多様な生活支援サービスや社会参加の場などが

求められることから、介護サービスの充実を図るとともに、高齢者の状態

像やニーズを踏まえた生活支援のための多様なサービスのあり方について

検討・推進していく必要があります。

高齢者福祉施設については、今後の高齢化ピーク時以降の中長期的な見

込みも考慮し、既存施設の整備状況、在宅と施設のバランス、待機者の状

況等を踏まえ、地域に根ざした高齢者福祉施設等を計画的に整備していく

ことが必要です。

また、介護保険制度の適正な運営のためには、公平・公正な要介護認定、

介護給付の適正化、質の高いサービスを提供する人材の確保・育成などが

必要です。さらに、所得の低い高齢者に対して、介護保険料の軽減や高額

介護サービス費などの利用料の負担を軽減する施策の実施、制度の周知が

必要です。

施策の方向性３ 権利擁護・虐待防止の充実・強化 

認知症高齢者等が増加していく状況を踏まえると、権利擁護の重要性は

ますます高まっていくことから、権利擁護制度の周知や、権利擁護を図る

上で重要な制度である成年後見制度や地域福祉権利擁護事業の利用を促す

ことが必要です。さらに、成年後見制度のニーズの高まりに対応するため

には、親族や弁護士等専門職に加えて市民による後見活動が必要になるこ

とから、市民後見人の育成、活用及び市民後見を推進するための体制整備

が必要です。 

高齢者の虐待防止については、高齢者虐待防止法や相談窓口である地域

包括支援センターの一層の周知や、介護サービス事業者や高齢者虐待に対

応する職員の高齢者虐待対応能力の向上が必要です。さらに、複雑化する

虐待事例に対応するため、早期発見から迅速かつ適切な対応・継続的な見

守りまでの一貫した虐待防止の取組みが求められます。 

施策の方向性４ 安心して生活できる環境づくり 

単身や夫婦のみの高齢者世帯が増加するとともに、高齢者の価値観が多

様化する中で、住まい方のニーズも多様化しています。 

住み慣れた自宅で暮らし続けることを望む一方で、単身で暮らし続ける

ことの不安、住環境面の問題等で、住み替えの需要が大きくなってきます。 

こうした中、「自分自身の生活空間としての住環境」と「安否確認・生活
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相談等のサービスの提供」を併せ持つ住宅に居住することは、見守りが必

要な状態になっても安心して生活を継続することを可能にします。このよ

うな住宅形態として、「サービス付き高齢者向け住宅」の整備が進んでいま

す。 

一方、自宅を担保に生活費を借り入れる「リバース・モーゲージ制度」

についても、在宅生活を継続する有力な手段のひとつとして、今後、注目

度が増す可能性があります。 

今後増加する高齢者が住み慣れた地域で生活を続けられる機会を得るた

めには、高齢者の多様なニーズに対応し、それぞれの生活様式に合った住

まい方を選択できる環境が整備されていくことが望まれます。 

また、高齢者の外出を支援するためには、道路等のバリアフリー化や、

おでかけ交通など、地域・交通事業者の主体的な取組みの支援が必要です。

さらに、高齢化や都市化の進行に伴い、身近なところに商店がなく、日々

の買い物に不安を抱えた高齢者などの「買い物弱者」のニーズに対応した

地域協働の取組みの支援も求められています。 

あわせて、高齢者の日常生活の安全・安心のため、高齢者の防災・防犯

対策や、避難行動要支援者に係る避難支援、消費者被害対策を充実させて

いく必要があります。 
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総論４ 計画の推進体制   

１ 市民、地域、保健・医療・福祉関係者、事業者、行政の役割 

本計画の推進にあたっては、地域社会を構成する市民、地域、保健・医療・

福祉関係者、事業者、行政それぞれが、その役割を適切に果たしていくことが

必要です。 

（１）市民の役割 

市民は、自治の主体であり、人が大切にされるまちを実現するため、高齢者

を含めたすべての人権を尊重し、まちづくりの実施に参画します。 

特に、高齢者は、いつまでもいきいきとした健やかな生活を送ることができ

るよう、自ら健康づくりや生きがいづくりに取り組むとともに、地域社会の一

員としてみんなでまちづくりに参加していきます。 

（２）地域の役割 

高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らしていくことができるよう、地域社

会全体で支援の必要な高齢者やその家族を見守る網の目を細かくし、支え合い

の輪を広げて、「顔の見えるまち」「信頼し合えるまち」にしていきます。 

（３） 保健・医療・福祉関係者の役割 

高齢者が可能な限り住み慣れた地域での生活を継続していくことができるよ

う、保健・医療・福祉相互に、また、地域・行政との連携を図って、高齢者が

必要に応じて生活支援や医療・介護サービスを安心して受けることができる体

制を整えていきます。 

（４）事業者の役割 

事業者は、事業活動を推進する中で、直接・間接的に「高齢者を含めたすべ

ての人が安心して行動できる環境づくり」に寄与するよう努めます。また、そ

の事業活動においては、市のワーク・ライフ・バランスや男女共同参画社会の

形成の推進に関する施策に協力するよう努めていきます。 

（５）行政の役割 

保健福祉の専門性の見地から、支援の必要な高齢者やその家族と真摯に向き

合うとともに、「地域主義」の考え方に基づき、日常生活を送る身近な地域がよ

り住みよいまちとなるよう、地域住民と一緒に考え、市民のニーズや地域の実

情に応じた施策を推進していきます。また、高齢社会対策にあたっては、さま

ざまな行政分野の取組みを総合的に進めていくことが必要であることから、庁

内の連携体制を整えて、本計画を推進していきます。 
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２ 計画の周知 

本計画の推進にあたって、市民一人ひとりが地域における支え合いや高齢社会

対策の重要性を理解し、まちづくりを実践・継続していけるよう、市政だよりや

市ホームページの活用をはじめ、様々な機会を通じて計画内容の広報・啓発に努

めます。特に、地域包括支援センターに関するものなど、市民に密着した支援を

行うものについては、重点的に市民への周知を図ります。 

３ 北九州市高齢者支援と介護の質の向上推進会議の開催 

本計画に掲げる理念や目標の達成に向けた取組みについて評価・改善を行うた

め、市民代表、介護事業者・職能団体、地域の保健・医療・福祉関係者、学識経

験者等からなる「北九州市高齢者支援と介護の質の向上推進会議」を開催し、意

見を伺います。 

４ 進捗状況の評価 

本計画における施策の進捗管理にあたっては、「北九州市高齢者支援と介護の質

の向上推進会議」において、毎年度、それぞれの事業の活動内容や活動実績、取

組みの成果について、経済性・効率性の観点から評価を行い、これらの評価・検

討結果を踏まえて、施策の改善や今後の高齢社会対策の方向性について検討を進

めます。 

５ 施策等の重点化（行財政改革の視点等） 

本計画の推進にあたっては、行財政改革の視点から、公民パートナーシップの

推進や、中長期的な視点に立った公共施設のマネジメント、市民ニーズを踏まえ

た効果的な事業の見直しに取り組みます。 

また、前述の施策の評価や年度ごとの予算編成過程において、適宜、事業内容

の精査と見直しを進めます。 

６ 国・県における施策との調整 

本計画における施策の推進にあたっては、国や県における諸制度や権限の見直

しなどへの対応が必要となる場合があります。 

このため本市としては、国や県に対して必要な措置を求めるとともに、今後の

動向を踏まえ、必要に応じて適宜施策の見直しを行います。 



【安心】 

住み慣れた地域で安心して暮らせるまち

３ 社会貢献の意欲のある高齢者を地域での生活支援の 
担い手につなげていく仕組みづくり

２ 社会参加のきっかけづくりに向けた環境整備 

３ 健康づくり・介護予防・生活支援の基盤整備の推進

２ 効果的な介護予防・生活支援の取組みの推進

１ 生涯を通じた健康づくり・介護予防の推進

３ 権利擁護・虐待防止の充実・強化
１ 高齢者の権利擁護の推進

２ 高齢者の虐待防止対策の強化

２ 総合的な認知症対策の推進 ３ 認知症高齢者の地域での日常生活・家族の支援の強化

２ 認知症高齢者の地域での生活を支える医療と介護体制の構築

１ 身近な相談と地域支援体制の強化

１ 地域協働による見守り支援 １ 見守り・支え合いネットワークの充実

１ 認知症予防の充実・強化

２ 高齢者を支える介護サービス等の充実

１ 高齢者を介護する家族への相談体制の強化

２ 家族による介護を支えるサービス・制度の充実

３ 高齢者を支える家族への支援

１ 地域包括支援センターを中心とした身近な地域での相談支援体制の充実

２ 保健・医療・福祉・地域の連携強化

５ 安心してサービスを利用できる体制づくり

１ 介護保険制度の適正な運営

２ 介護サービスの質の向上と人材育成の推進

３ 地域に根ざした高齢者福祉施設の整備

４ 在宅生活を支援するサービスの充実

４ 若年性認知症施策の強化

５ 地域・民間・行政が一体となった認知症対策の推進

１ 生きがい・社会参加・高齢者活躍の推進

２ 健康づくり・介護予防・生活支援の充実

【健やか】

いきいきと生活し、積極的に社会参加できるまち

【支え合い】

高齢者と家族を見守り支え合うまち
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４ 安心して生活できる環境づくり

１ 高齢者に配慮した多様な住まいの普及・確保

【施策の方向性】                    【基本的な施策】
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計画の体系図

２ 安心して行動できる生活環境の整備

３ 防災・防犯対策の推進

【基本理念】 【目標】

１ 教養・文化・スポーツ活動の促進

【基本目標】

４ 高齢者を中心とした健康・生活支援ビジネスの推進


